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SUMMARY

　Objective: To investigate the prospective association of leisure-time physical activity and commuting to work 
by walking with depressive symptoms among Japanese workers.
　Methods: This study was based on one-year follow-up longitudinal survey data collected from 634 Japanese 
individuals （20-60 yr, 36.7±9.2 yr; 536 men） working at an information technology company and exhibiting no 
depressive symptoms at baseline. The duration of leisure-time physical activity and commuting by walking were 
measured using a self-report questionnaire. Additionally, depressive symptoms were defined as a CES-D （Center 
for Epidemiologic Studies Depression Scale） score ≥ 16 points and/or usage of antidepressant drugs. All surveys 
were web-based and password-protected. Subjects were divided into tertiles based on the duration of leisure-time 
physical activity and on the duration of commuting by walking. Odds ratio （OR） and 95% confidence interval 
（95% CI） of depressive symptoms were calculated using multiple logistic regression analysis adjusted for 

potential confounding factors such as age, sex, hours of sleep, alcohol consumption, smoking habit, baseline 
CES-D score, hours of overtime work, and job strain index （Job Content Questionnaire）.
　Results: Mean duration of leisure-time physical activity was 71.1±121.2 min/week and that of commuting by 
walking was 29.2±18.0 min/day. At one-year follow-up, 116 （18.3%） workers experienced depressive symptoms. 
The adjusted OR of depressive symptoms in the highest tertile of leisure-time physical activity was 50% lower 
（OR=0.50, 95% CI=0.26-0.97） than that in the lowest tertile. In contrast, no significant association was found 

between the risk of depressive symptoms and duration of commuting by walking.
　Conclusion: These findings suggest that leisure-time physical activity plays a role in the prevention of 
depressive symptoms among Japanese workers, independent of job stress, whereas commuting to work by walking 
has no antidepressive effect.

Key words: depressive symptoms, leisure-time physical activity, commuting by walking, longitudinal cohort study.
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緒　　　　言

　メンタルヘルス不調を訴える勤労者の増加は社
会問題となっている。精神障害等による労災の請
求・決定件数も年々増加している 17）。自分の仕
事や職業生活に関して強い不安，悩み，ストレス
を自覚している者の割合は 58.0％であり 15），潜
在的なリスクを抱えた勤労者も多い。うつ病を含
む気分障害は，男性では 30～40歳の働く世代で
最も患者数が多く 16），勤労者の抑うつ対策は産
業衛生上の重要な課題である。
　余暇身体活動量が多い集団では抑うつの発生
が少ないことが，諸外国での複数のコホート研
究 2,4,23）から明らかにされている。余暇に週 1～ 2
回の身体活動を行っているオランダ人勤労者は，
月 1回未満の者と比べて，抑うつ症状出現のリス
クが約 4割低いことが報告された 1）。我が国の勤
労者においても，1987年の川上ら 11），2006年の
Wada et al.30）など複数の横断研究で余暇身体活動
と抑うつとの関連が認められてきた。しかし，縦
断的な検証は見当たらない。昨今の日本経済はか
つてないほどの危機に直面しており，我が国の勤
労者を取り巻く環境は厳しさを増している 14）。
このような状況のなかでも，勤労者の抑うつに対
して余暇身体活動が有益な効果をもつか否かにつ
いて縦断的に検証することは，学術的にも社会的
にも意義深いと考えられる。
　Teychenne et al.29）は 1980年以降に発表された
論文をレビューし，余暇身体活動の抗うつ効果を
認めると同時に，余暇以外での生活場面での身体
活動と抑うつとの関係については更なる検証が必
要と指摘している。勤労者に特徴的な身体活動の
1つに通勤がある。電車通勤者の通勤時における
身体活動量は，1日の総身体活動量の約 6割を占
めるという報告 20）もあり，その存在は無視でき
ない。糖尿病 25）や高血圧 6），心血管系危険因子 5）

への通勤時の身体活動の効果も数多く報告されて
いる。心理面への効果についても，Ohta et al. 22）

は通勤での身体活動がほとんどない男性と比較し
て，1日 30分以上の男性は一般的なメンタルヘ
ルスが良好であったと横断調査から報告している。
しかし，通勤時の身体活動の心理的効果はこれま
で横断的にしか検討されておらず，両者の因果関

係は不明のままである。
　以上より，本研究では我が国の勤労者を対象に，
余暇および通勤における身体活動時間が抑うつに
与える影響を，縦断調査によって明らかにするこ
ととした。

研  究  方  法

　Ａ．研究デザインおよびアウトカム
　本研究は，ベースライン調査において抑うつ傾
向と判定されない日本人勤労者の成人男女を対象
とするコホート研究である。ベースライン調査か
ら 1年後に追跡調査を実施し，追跡調査における
抑うつ傾向の発生をアウトカムとした。本研究に
おける抑うつ傾向は，抑うつ状態自己評価尺度
（Center for Epidemiologic Studies Depression Scale; 
以下 CES-D）日本語版 28）16点以上，または抗う
つ剤の新規服用開始と定義した。
　Ｂ．対象者および調査方法
　IT関連企業 A社の従業員に対して調査を行っ
た。対象者の除外基準は，1）ベースライン調査
で抑うつ傾向，すなわち CES-D 16点以上もしく
は，抗うつ剤を使用している，2）20歳未満とした。
A社は首都圏，近畿，および中部地域に事業所が
ある。A社総務部を介して全正社員 2952名に調
査を依頼した。ベースライン調査は 2008年 10～
11月に実施された。ベースライン調査に回答し
た 1524名（回答率 51.6％）のうち，抗うつ剤の
服用者は 40名，CES-Dが 16点以上の者は 655
名であった。更に，CES-Dが逆転項目を含め全
項目で同一の番号を回答している者 17名は不適
切な回答として除外し，研究対象者は 812名で
あった。20歳未満の者は回答者に含まれていな
かった。追跡調査は，ベースライン調査から 1年
後の 2009年 10～11月に実施した。追跡調査に回
答した 634 名を分析対象者とした（追跡率
78.1％）。対象者の主な職種はシステムエンジニ
ア，コンピュータプログラマー，事務などであっ
た。調査へのすべての回答はパスワード管理され
たWebサイト上で行われた。
　Ｃ．調査項目
　 1．抑うつ
　ベースラインおよび追跡調査において，CES-D
を用いて抑うつ度を測定した。CES-Dは疫学調
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査において抑うつ状態を評価する際に用いられる
代表的な指標の 1つで，16のネガティブ項目（う
つ気分，対人関係，身体症状等）と4つのポジティ
ブ項目（生活満足感，生活の楽しさ等）から構成
されている 24）。集計は CES-D使用の手引き 27）に
従った。抗うつ剤の服用は自己申告によって調査
した。
　 2．身体活動
　ベースライン調査時に自記式調査によって身体
活動を測定した。余暇身体活動は，「仕事以外の
時間の月 1回以上の定期的な運動・スポーツ・身
体を動かす活動」とし，1回当たりの時間および
頻度から週当たりの合計時間（min/week）を算出
した。余暇身体活動の合計時間を三分位にし，時
間が少ない順に Low-LT群（374名），Mod-LT群
（136名），Hi-LT群（124名）とした。Low-LT群
は余暇身体活動がなく，Mod-LT群は 135 min/
week未満，Hi-LT群は 135 min/week以上の対象
者が含まれた。通勤時身体活動は，1日に通勤で
歩く時間（min/day）とした。通勤時歩行時間を
三分位にし，時間が少ない順に Low-CW群（257
名），Mod-CW群（178名），Hi-CW群（188名）
とし，Low-CW群は 22 min/day未満，Mod-CW群
は 22 min/day以上 40 min/day未満，Hi-CW群は
40 min/day以上とした。
　 3．対象者特性
　ベースライン調査時に基本属性，生活習慣，仕
事に関する項目を自記式調査によって測定した。
基本属性は，性別，年齢を，生活習慣は，睡眠時
間，飲酒・喫煙の有無を調査した。更に，仕事に
関する項目として，残業時間，職業性ストレスを
調査した。職業性ストレスは JCQ職業性ストレ
ス調査票（Job Content Questionnaire; 以下 JCQ）
日本語版 22項目 12）を用いた。JCQは Karasek10）

によって提唱された「仕事の要求度－裁量度モデ
ル」に基づき作成され，仕事の要求度と裁量度を
測定する。仕事の要求度とは仕事の量的負担を反
映した指標であり，仕事の裁量度とは仕事上の技
能の幅と決定権を合わせた指標である。要求度は
高得点であるほど高ストレスとされ，裁量度は高
得点であるほどストレスを下げるとされている。
本研究では，裁量度を要求度で除した strain index
を算出して職業性ストレスの指標とした。

　Ｄ．統計解析
　分散分析と χ 2検定によって，余暇身体活動時
間および通勤時歩行時間でそれぞれグループ化し
た際の，ベースライン特性の群間差を検討した。
更に，3つのモデルからなるロジスティック回帰
分析によって，余暇と通勤それぞれの群における
追跡調査時の抑うつ傾向発生のオッズ比と 95％
信頼区間を算出した。モデル 1では，性別と年齢
を独立変数として加えた。モデル 2では，モデル
1に睡眠時間，飲酒・喫煙の有無，ベースライン
調査時の CES-D得点を独立変数に加えた。モデ
ル 3では，モデル 2に残業時間，strain indexを 
独立変数に加えた。解析には，統計解析ソフト
PASW® Statistics version17.0 for Windows®を用い，
統計学的有意水準は危険率 5％未満とした。
　Ｅ．倫理的配慮
　調査用Webサイトには，研究目的，調査内容，
個人情報保護，データ利用，研究組織などについ
ての情報を記載し，それらに同意する者のみ，ロ
グインして調査に回答した。対象者個人の回答内
容は，成り済まし防止のため名前と生年月日のみ
A社に提出するが，それ以外の項目については A
社に報告しないものとした。また，その旨につい
てもWebサイト，パンフレット，電子メールで
対象者に説明した。調査用Webサイトは，IDと
パスワードで管理されており，更にデータ送受信
には Secure Socket Layer暗号化通信（米国ベリサ
イン社認証）を用い，暗号化した情報の解読キー
を第 3者が発行するというセキュリティを確保し
た。なお本研究は，財団法人 明治安田厚生事業
団体力医学研究所研究等倫理審査委員会の承認を
得て実施された（承認番号：2008-03号）。

結　　　　果

　分析対象者の年齢は 20～60歳であり，20歳代
が 25.1％，30歳代が 36.6％，40歳代が 28.2％，
50歳代以上は 10.1％であった。平均年齢（±標
準偏差）は 36.7± 9.2歳であった。また，男性が
84.5％を占めていた。ベースラインにおける余暇
の平均身体活動時間は 71.1± 121.2 min/weekで，
通勤の平均歩行時間は 29.2± 18.0 min/dayであっ
た。余暇身体活動時間でグループ化した際のベー
スラインの群間差を検討したところ，年齢，睡眠
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時間，飲酒者割合で有意差が認められた（表 1）。
Mod-LT群で最も年齢が若く，飲酒者が多かった。
Low-LT群で最も睡眠時間が短かった。通勤時歩
行時間でグループ化した際のベースラインの群間
差を検討したところ，睡眠時間で有意差が認めら
れた。通勤時歩行時間が長い群ほど睡眠時間が短
かった（表 2）。
　ベースライン調査から 1年後の追跡調査におい
て，抑うつ傾向と診断された者は 116名（抗うつ
剤服用者 4名を含む）で，対象者全体の抑うつ傾
向発生率は 18.3％であった。なお，発生率は，男
性 17.9％，女性 20.4％であり，有意な性差は認め
られなかった（ χ 2値 =0.35，P=0.57）。表 3には

余暇および通勤それぞれの群の，追跡調査時の抑
うつ傾向の発生率を示した。余暇身体活動時間で
グループ化した際の抑うつ傾向の発生率は，Low-
LT群 19.8％，Mod-LT群 21.3％，Hi-LT群 10.5％
であり，有意な群間差が認められた（ χ 2値 =6.45，
P=0.04）。一方，通勤時歩行時間でグループ化し
た際の抑うつ傾向の発生率は，Low-CW群 17.9％，
Mod-CW群 17.4％，Hi-CW群 18.6％であり，有
意な群間差は認められなかった（ χ 2値 =0.09，
P=0.96）。抑うつ傾向発生を従属変数，Low-LT群
および Low-CW群をそれぞれ独立変数の基準群
としたロジスティック回帰分析を行った。余暇身
体活動時間でグループ化した際のモデル 1におけ

表 1．余暇身体活動時間の三分位におけるベースライン特性の比較
Table 1．Comparison of the baseline characteristic between tertiles based on duration of leisure-time physical activity.

Leisure-time physical activity
Low-LT
n=374

Mod-LT
n=136

Hi-LT
n=124

P value

Leisure-time physical activity（min/week）＊  0.0（ 0.0） 72.4（32.8） 281.0（142.7） <0.001
Commute by walking（min/day）＊ 28.3（17.7） 29.0（15.2）  32.0（ 21.3）  0.143
CES-D（score）＊  9.5（ 3.9）  8.8（ 4.0）   8.7（  4.1）  0.083
Age（year）＊ 36.7（ 9.0） 34.9（ 8.1）  38.7（ 10.4）  0.004
Hours of sleep（h/day）＊  5.8（ 0.9）  6.0（ 0.9）   6.0（  0.8）  0.020
Overtime work（h/month）＊ 28.6（29.3） 29.7（34.5）  25.0（ 27.1）  0.409
Strain index（score）＊ 　0.46（0.10） 　0.48（0.09） 0.46（ 0.10）  0.216
Male（%） 82.1 85.3 91.1  0.052
Current drinker（%） 58.0 69.1 66.9  0.035
Current smoker（%） 29.7 30.9 25.0  0.527
＊Mean（SD）

表 2．通勤時歩行時間の三分位におけるベースライン特性の比較
Table 2．Comparison of the baseline characteristic between tertiles based on commuting time by walking.

Commuting to work by walking
Low-CW

n=257
Mod-CW

n=178
Hi-CW
n=188

P value

Leisure-time physical activity（min/week）＊ 54.3（106.4） 66.7（127.4） 79.9（134.3）  0.099
Commute by walking（min/day）＊ 13.8（  7.0） 29.6（  1.9） 49.7（ 16.1） <0.001
CES-D（score）＊  9.3（  3.9）  9.2（  4.0）  8.9（  4.1）  0.542
Age（year）＊ 36.2（  9.0） 36.6（  9.1） 37.5（  9.3）  0.286
Hours of sleep（h/day）＊  6.0（  0.9）  5.9（  0.9）  5.7（  0.9）  0.017
Overtime work（h/month）＊ 29.4（ 33.4） 26.2（ 25.9） 28.1（ 29.1）  0.538
Strain index（score）＊ 　0.46（ 0.10） 　0.47（ 0.09） 　0.46（ 0.09）  0.795
Male（%） 81.3 87.1 86.2  0.195
Current drinker（%） 63.4 57.9 64.9  0.338
Current smoker（%） 27.2 30.9 28.2  0.701
*Mean（SD）
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るオッズ比（95％信頼区間）は，Mod-LT群 1.07
（0.66～1.74），Hi-LT群 0.49（0.26～0.93）であり，
Hi-LT群で有意に低いオッズ比が認められた。生
活習慣およびベースライン時の CES-D得点を独
立変数に加えたモデル 2，および仕事の要因を加
えたモデル 3においても，その傾向に変化はなか 
った。通勤時歩行時間でグループ化した際のモデ
ル 1におけるオッズ比は，Mod-CW群 0.96（0.58
～1.59），Hi-CW群 1.06（0.65～1.73）であり，有
意なオッズ比は認められなかった。更にモデル 2
およびモデル 3においても同様の結果であった。
なお，すべてのモデルにおいて有意なトレンドは
認められなかった。

考　　　　察

　余暇および通勤での身体活動が，日本人勤労者
の抑うつ傾向に及ぼす影響を明らかにするために
縦断調査を行った。その結果，余暇身体活動を行 
っていない群と比較して，余暇身体活動時間が最
も長い群は 1年後の抑うつ発生のリスクが約 5割
少なかった。その関係は，残業時間，職業性スト
レスなどで調整した後も変わらなかった。一方，
通勤における歩行時間の多寡は抑うつ傾向の発生
に影響していなかった。
　Bernaards et al.1）はオランダ人勤労者を対象と

して，余暇身体活動が月 1回未満の人と比較して，
週 1～ 2回の人のオッズ比は 0.62（0.43～0.91）
と報告している。本研究の Hi-LT群のオッズ比は
モデル 3で 0.50（0.26～0.97）であり，グループ
分けの基準が違うため直接の比較はできないもの
の類似した結果ともいえる。本研究は，日本人勤
労者集団における余暇身体活動と抑うつの関係に
ついて，諸外国の勤労者と同様の結果を初めて縦
断的に確認した。更に，勤労者では，仕事のスト
レスと残業時間の多さは抑うつのリスクとなる 3）

ばかりでなく，余暇身体活動を低下させる 18）と
いう報告がある。つまり，仕事のストレスと残業
時間は余暇身体活動と抑うつの関係を歪める交絡
要因となる可能性がある。そのため，勤労者を対
象にした研究では，これらを考慮する必要がある
が，そのような先行研究は限られていた 9,30）。本
研究では，職業性ストレスと残業時間を考慮し解
析しても，余暇身体活動は勤労者の抑うつ傾向発
生のリスク低下に影響することが明らかとなった。
　しかし，本研究の対象者は 1つの企業の従業員
であるため，結果の一般化には慎重を要する。特
に A社は IT関連企業であり，対象者は仕事で身
体を動かすことが比較的少ない職種であったと考
えられる。仕事で身体を動かすことが少ない職種
は，身体を動かす職種よりも余暇身体活動の影響

表 3．余暇身体活動時間および通勤時歩行時間の三分位における 1年後の抑うつ傾向の発生率とオッズ比
Table 3．Incidence and adjusted odds ratios of depressive symptoms at one-year follow-up for tertiles based on leisure-time physical 

activity and commuting by walking.　　　　

Model 1＊ Model 2＊＊ Model 3＊＊＊

n case（%） OR（95%CI） OR（95%CI） OR（95%CI）
Leisure-time physical activity 

Low-LT 374 74（19.8） reference reference reference
Mod-LT 136 29（21.3） 1.07（0.66-1.74） 1.19（0.71-1.99） 1.18（0.71-1.98）
Hi-LT 124 13（10.5） 0.49（0.26-0.93） 0.51（0.26-0.97） 0.50（0.26-0.97）

P for χ2=0.040 P for trend=0.063 P for trend=0.107 P for trend=0.102
Commuting to work by walking

Low-CW 257 46（17.9） reference reference reference
Mod-CW 178 31（17.4） 0.96（0.58-1.59） 0.99（0.58-1.67） 0.98（0.58-1.66）
Hi-CW 188 35（18.6） 1.06（0.65-1.73） 1.13（0.67-1.88） 1.12（0.67-1.88）

P for χ2=0.955 P for trend=0.829 P for trend=0.670 P for trend=0.682
Case = depressive symptom （CES-D score ≥ 16 and/or taking antidepressant drug）.
OR = odds ratio,  95% CI = 95% confidence interval.
＊＊＊Model 1: adjusted age and sex.
＊＊＊Model 2: adjusted age, sex, hours of sleep, alcohol drinking, smoking, and baseline CES-D score.
＊＊＊Model 3:  adjusted age, sex, hours of sleep, alcohol drinking, smoking, baseline CES-D score, overtime work, and strain index.
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を強く受ける可能性が指摘されている 1）。加えて
ベースライン調査の抑うつ傾向の割合は 46.1％と
高率であった。先行研究 7,9,19,30）における日本人勤
労者の CES-Dで判定した抑うつ傾向の割合は
21.1～46.7％と幅広いが，ベースライン調査に回
答した者は全従業員の約半数であり，メンタルヘ
ルス不調者が偏った可能性もある。本研究対象者
は，ベースライン調査時の抑うつ傾向者が除外さ
れてはいるが，比較的メンタルヘルスが低下傾向
の集団であったと推察される。そのため，他業種
や他企業従業員でも同様の結果が得られるかは不
明である。しかし，我が国の IT関連企業は，精
神障害等による労災の支給決定件数が全業種中 3
番目に多い業種である 17）。メンタルヘルス悪化
が問題視されている業種においても，メンタルヘ
ルス対策の 1つとして，余暇を活動的に過ごすこ
とが抑うつ予防に有益であることが示唆されたこ
とは，産業衛生的に意義深いと考えられる。
　一方，通勤での歩行時間の長さは抑うつのリス
ク低下とは関連していなかった。本研究における
1日の通勤の平均時間は 29.2分であり，1週間（5
日）では 146分になる。余暇身体活動の 1週間の
平均時間は 71.1分であり，時間という点では本
研究対象者にとって通勤時の身体活動の影響は小
さくないようにみえる。しかし，通勤は歩行に限
定されており，余暇と通勤の身体活動では運動強
度や運動様式に違いがある。身体活動の心理的効
果に関するメタアナリシス 21）によると，最も効
果が大きいのは中等度の身体活動とされている。
つまり，通勤時の歩行では運動強度が足りなかっ
た可能性がある。更に，運動に関する自己効力感
や達成感が，運動に伴う感情の変化を媒介するこ
とが示唆されている 8）。一過性の運動による感情
の変化と継続的な身体活動を同一視はできないが，
余暇と通勤時の身体活動では，達成感や満足感に
違いがあると推測される。つまり，通勤による歩
行では心理的媒介変数を介した抗うつ効果を得る
のが難しかったのかもしれない。通勤における身
体活動は，近年「active commuting」などと呼ばれ，
勤労者の健康づくりのために注目されている 26）。
しかし，心理面への効果に着目した報告は数少な
い 22）。先行研究と本研究の結果を鑑みると，通
勤での身体活動は，エネルギー消費を増やし肥満

や生活習慣病の予防改善には寄与するが，抑うつ
への有益な効果は期待できないかもしれない。た
だ，健康効果などを期待して通勤で自ら多く歩く
等の場合は，達成感や満足感等が生じ心理的な媒
介変数がポジティブに作用する可能性がある。そ
のため，通勤時の身体活動を意図的に増やしてい
る場合など多様な要因を含めた抑うつへの影響は，
今後更に検証する価値があると考えられる。
　本研究にはいくつかの限界がある。1つ目は，
自記式調査で身体活動が測定されている点である。
自記式調査は歩数計や加速度センサーなどの客観
的測定方法と比較して妥当性が劣る場合が多い。
しかし，歩数計や加速度センサーのみでは，余暇
と通勤など生活場面の判別が難しい。今後は，自
記式調査と客観的測定方法を併用した検討が必要
である。2つ目は，追跡率が 78.1％であり追跡調
査の時点で選択バイアスが生じている可能性を否
定できない点である。しかし，追跡調査に回答し
た 634名と回答しなかった 178名のベースライン
調査時のすべての調査項目において有意差は認め
なかった。そのためバイアスがあったとしても結
果への影響は少ないかもしれない。3つ目は，男
女別に分析していない点である。本研究では，抑
うつ傾向の発生率に性差を認めなかったことと，
女性が少なかったため，男女別には分析しなかっ
た。しかし，先行研究では身体活動と抑うつとの
関係には性差があるという報告 2）もあるため，
今後は男女別の解析も必要と考えられる。
　我が国の産業保健における抑うつ対策は，職場
のソーシャルサポート 13）や休職後の復職支援な
どが主に議論されてきた。もちろんこれらは重要
であるが，組織全体で取り組む必要があり，実現
には時間を要することも多い。そのため個人が日
常生活のなかでできる抑うつ対策も重要である。
本研究によって，身体活動，特に余暇の身体活動
が日本人勤労者の抑うつ予防に有効である可能性
が示唆された。いくつかの限界があるものの，本
研究は産業保健における抑うつ対策に 1つの科学
的根拠を提供できると考えられる。

総　　　　括

　余暇での身体活動が多い集団では 1年後の抑う
つ発生が少なかったが，通勤での歩行時間の多寡
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と抑うつ発生には関連が認められなかった。勤労
者の抑うつ対策には，まずは余暇における身体活
動の促進が有益である可能性がある。
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